
 
 

 
 

 
 
このページは上智大学外国語学部国際関係副専攻の国際政治経済論演習（下川雅嗣助教

授）のゼミ生が書いた卒論・ゼミ論の要旨をまとめたものです。 
 
※目次は要旨にジャンプするように作られています。読んでみたい要旨のタイトルをク

リックしてご利用ください。 
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Japanese Seed 
  

                      下川 雅嗣 
 

今パキスタンのカラチにてこの原稿を書いている。昨年に続いて今年もゼミ論・卒論要

旨集を作成することになった。学生時代の成果をひとつの目に見える形としてまとめるも

のなので、ゼミ生にとって思い出深いものとなるであろう。しかも今年は特に、内容自体

が豊かでかつ洞察の深いものが多かったので、資料的・研究的価値もあり、この要旨集を

作成することには全く賛成である。しかしながら、これを作ると必ず学生に「先生も何か

『ひとこと』書くように」と要求されるわけで、これが私にとっては最大の苦痛である。

大学の教員がこんなことを言ってはいけないのだろうが、私はものを書くのが大の苦手で

ある。しかも例年、年度の終わりには心身ともに疲れきっていて、学生にとって大切な思

い出となるようなものに書くにふさわしい内容などは思い浮かばないのである。そんなこ

とをブツブツ学生に話をしていたら、「年度末にパキスタンに行くのならば、パキスタン

訪問中に書けばよい」というアドバイスを受けた。実は私にとって心身を再び元気にする

ひとつの方法は、アジアの貧困地域に出向き、そこで人々と接することである。その中で

私は再び元気を取り戻していくのだが、その過程の中で、つまりパキスタンで今この原稿

を書いているのである。そこで、まだパキスタンの旅（？）は終わってないのだが、大き

く印象に残っていることの一つである『Japanese Seed』の問題とそれにまつわることにつ
いて、皆様と分かち合って、今年の『ひとこと』とさせていただきたい。すでに私は大分

元気を取り戻しているし、一番ホットな感覚で書いているわけだから（実際にカラチは 3
月でも暑い）、疲れきった状態で書いたよりはましだろう。ただし、旅の途中で書き殴っ

ている感があるので、文章は洗練されていないことをご承知いただきたい。 
 
今回は今までの私の常であったアジアの都市スラム（インフォーマルセクター）を中心

とした訪問とは違って、はじめて本格的に農村の貧困地域を訪問している。ただし、テー

マはいつもと同じく貧困者による People’s Processの発展（ただし農村地域）である。つま
り国際機関や国際 NGO が開発援助プログラムとして普通に行っているような参加型のプ
ロジェクトが行われているようなところではなく、農村の貧困者自身が主体的に自分たち

の歩みで、自分たちのスペースを社会・経済の中に広げる試みを行っているパイオニア的

なところを訪問し、また可能ならば、その People’s Processを強めるお手伝いができないか
と思ったのである。今回のエッセイはフィールドノートではなく、単に旅の印象を分かち

合うものなので試みの詳細は別な機会に譲るつもりだが、簡単に彼らの試みの概要をまず

紹介しておきたい。 
パンジャブ州の Soon Valley地域（36の村があり総人口約 30万人の地域で、ほとんど

が１０エーカー未満の貧しい小農家で構成されていて、これまで開発プロジェクト等から



は無視されていたところ）での実践なのだが、ここではこれまで農民は互いに孤立させら

れ、いろいろなアクターから搾取され続けてきた歴史を持つという。その中で 2002年 8月
に初めて農民による Cooperative(協同組合)が設立され Cooperative運動が始まり（パキス
タンでは法制上は古くから協同組合法が存在しているが、78年から 88年までの軍事政権の
中ですべての Cooperative は実質上消滅したという）、2003 年 1 月には 5 つ、2003 年 6
月には 16、私が訪問した 2004年 3月段階では 42と急速に拡大してきており、現在準備中
のものを含めて 2004年末には 100以上の Cooperativeが設立される予定である。実際に、
人々は、隣の村で Cooperative が出来てそれによって彼らの生活状況が改善していくのを
目の当たりにして、1人では解決できない問題が、協同で解決できることを悟り、その試み
を真似ることによって、自発的にどんどん増えていっているのである（主に最初に取り組

むのは協同での灌漑設備である）。また単に村内に幾つもの Cooperative が出来ていくだ
けではなく、マーケットへのアクセス（種や肥料の共同購入、農産物の共同でのマーケテ

ィング）、農業技術の研究開発のためにはより大きな規模での一致が必要であることが少

しずつ自覚されるようになり、村々を超えたすべての Cooperative のネットワーク組織も
2003年の 6月に設立され、共同でのマーケットへのアクセスや研究開発の試みも始まって
いる。 

 
これらの試みのすべては、私が日頃講義やゼミで話をしている People’s Process、さら

にはマーケットへのアクセスの最も適当な事例になっているので、すべてが重要なのであ

るが、ここでは私が初めて知りびっくりしたことを一つ分かち合いたいと思う。それは

『Japanese Seed』である。この地域の村々は伝統的には小麦を主産品としていたが、30
年くらい前から収入向上のために農閑期にカリフラワーの生産を始めた。そのカリフラワ

ーの種をなんと日本からの輸入に全面的に頼っているというのである。私は連日違った村

を回ったのだが、どこに行っても日本人だと言うと、『Japanese Seed』の問題が中心的話
題となってしまい、最初は驚き、また抗議と要求に強いプレッシャーを受けてしまい戸惑

った（後で述べるように、後にこの戸惑いはいろいろな気づきにつながり、またこの問題

は、彼らのより一層のオーガナイジング（組織化）のよい機会となるのだが･･･）。ここで

の問題とは、この日本の種は昔は非常に品質の高いものだったのだが、６～7年前からなぜ
か、良い種と悪い種の 2 種類が混じっている状態になり、収量が極端に減少したという問
題だった。これに対してその種を持ってくる仲介業者に文句を言っても埒が明かず、どう

にも出来ず不満だけが溜まっているという状態だった。彼らの半数くらいは、日本の会社

（その種の缶には輸出業者：FUKUKAEN、Nagoyaとは書いてあるが、住所や連絡先は記
載されていない）が自分たちをだましていると思っており、残りの半数くらいはパキスタ

ンの輸入商社が、日本からの種を輸入して、それにパキスタンの品質の悪い種を混ぜてパ

ッケージしていると考えていた（缶には日本で缶詰されたと印刷されているのだが…）。

これまで日本の政府開発援助プロジェクトや海外直接投資が貧困者の強制立退き等で都市



貧困者に被害を与えている例は数多く知っているが、誰も知らないようなパキスタンの農

村で、日本の種が大問題になっていて、そのことで日本人全体への不満があるとはまさか

思っていなかった。実際にどこに問題の原因があるかは、今後調べてみないとわからない

のだが、少なくとも人々は『日本』絡みで問題が生じていると感じているのである。そし

て、彼らが自分たちの力でこの原因を調べようとしてもそう簡単には真相を掴むことが出

来ない状態になっていることもわかった。また、そもそもカリフラワー生産に限らず他の

農閑期の生産物であるポテトやトマトなども含めて、多くの農産物の種（また種だけでな

く殺虫剤等の他の必要なインプットも含めて）がこんなにも海外に依存していることを始

めて知ったし、またマーケットへのアクセスと言う観点から考えると、種の輸入業者、日

本側の種の輸出業者の両者ともが現状ではほとんど独占企業のような状態になっており、

そのことによって人々がどんなに生産し、また輸出したとしてもそう簡単には利潤が上が

らないという構造も驚きだった。まさにこれは貧困者の People’s Processの発展を妨げてい
る国際政治経済問題の一つのテーマだし、これを調べて、効果的な手を打つことによって

実際的に貧困者に資するのだと思う。 
 
さらに、上述した種の問題に初めて直面し、人々の話や要求、抗議を聞きながら、日本

人の私がどんな対応をしたらよいのかと考えさせられたのも大きなことだったし、これを

通して先進国の外部者が途上国の貧困者に対してどんな関わりが出来るのかという自分な

りのヒントを具体的な局面で得られたように思った。人々は、まず「私たちは貧しいし力

もないし日本の種にこれだけ苦しめられているのだから、日本人であるあなたは私たちを

助けてくれ。良い品質の種を持って来てくれ」と言い、ある人は「私たちは貧しいからそ

れを買うお金も援助して欲しい。豊かな国の日本人のあなたは私たちにどんな援助をして

くれるのか」と当然のことながら言うわけである。しかもある人たちに「日本の会社によ

って被害を受けているのだからそれが日本人としての責務ではないか」と言われ、さらに

は「日本はどんどん豊かになったのに、パキスタンはいよいよ貧しくなる。だから援助が

欲しい」と言われると、今年のゼミ論にもあったように累積債務とその利子、または市場

メカニズムの徹底によって貧富の格差が拡大していくメカニズムを知っている私にとって、

この要求は至極当然のように思えてくるわけである。しかしながら、それに直接的に応え

ることは、おそらく貧困者にとっても私にとっても、表面的な誘惑でしかないと思う。私

にとっては、（実際に私がそれを解決する力があるならば、）具体的に援助してこの問題

を解決すれば彼らは喜ぶし、私も何かやってあげたような自己満足を感じるし、さらには

彼らのしわ寄せの上に豊かな生活をしている自分の罪責感を和らげることができる。しか

しながら、果たしてそれで People’s Processが発展していくのだろうか。むしろ依存性が発
展していくだけのように思える。多くの援助団体・機関は人々の真の発展（People’s Process
の発展）を考えるのではなく、このような誘惑に陥っているのではないだろうか。私自身

最初は、このような状況で「あなたがたの期待に応えられないし、応えるつもりもない」



というのには大きな抵抗があった（しかしながら、この問題の責任の大部分が私たちの側

にあるのは確かである）。 
彼らの話を聞きながら、またそれに対する私の心の動きを観察しながら、生起してきた

私の考えはこうである。①徹底的に彼らが自分たちの力でやれることはやってもらう。そ

の部分を代わりにはやらないし、すべての彼らの直面している問題は、彼らの力を伸ばす

ためのチャンスである。つまり問題の解決が重要なのではなく、問題を解決するプロセス

が重要なのである。②しかしながら、彼らの歩みを妨げる構造がある場合、そしてその障

害の除去が彼らだけでは出来ない場合には、その除去はその構造を作っている豊かな人々

（そして私たちはその一部）の責務である。よってこの『Japanese Seed』の問題に関する
「日本人のあなたは私たちにどんな援助をしてくれるのか」という質問に対しての私の第

一の答えは、すべての誘惑を断ち切って「何も自分から援助をするつもりはない」とはっ

きり言うことであった。続けて「これまで皆さんは個別に仲介業者を通して種を買ってい

た。しかし Cooperative を作ることによって仲介業者を飛び越えて直接輸入業者と交渉で
きるようになるだろう。もし Cooperative のネットワークが強くなれば、その交渉力はよ
り強くなり、それによってパキスタンの輸入業者が種を混ぜているかどうかを確かめ、こ

の問題を解決できるかもしれない。またもし輸入業者が交渉に応じなければ、ネットワー

クがより大きくなることによって直接日本の会社と交渉し、Cooperative Network が輸入
業者の役割を果たせるようにもなるだろう。その時点でこの問題の所在ははっきりするだ

ろう。ただし、輸入業者が日本の会社の連絡先を教えてはくれないだろうから日本の会社

の E メイルアドレスや、住所、電話番号等は私が帰国したら調べてお知らせする。また現
在日本の種の輸出会社は独占状態になっているが、果たして他にカリフラワーの種を作っ

ている会社がないかどうか調べて、もしわかればお知らせする。その連絡先に自分たちで

手紙等を書いて交渉してくれ。その際、日本の会社に、あなた方が誠実で信頼でき、かつ

積極的な農民であること、また様々な問題に直面していること等を説明することのできる

日本人として私の名を紹介しても良い。会社から連絡が来たら、きちんと皆さんの状況を

説明する。また日本の会社が英語の手紙等は読んでくれないようならば、日本語への翻訳

のお手伝いはする。その結果、日本の会社があなた方との直接の交渉に応じるか否かはあ

なた方のネットワークがどれだけ大きくて力があるかにかかっているのであって、決して

私の力ではない」と言ったのである。さらに「そもそも種を日本に依存し続けること自体

に問題があると思う。種の問題に限ったことではないが、いかにしたら自分たちの依存性

を減らし、独立性を増せるかを常に考えるべきである。そのためにはより大きく強いネッ

トワークが必要である。遠い将来かもしれないが、ネットワークがより大きな力を持った

ら、政府に種を含めた農業技術の研究開発等をさせることが出来るかもしれないし、政府

がやらなくてもネットワークとして農業技術の研究開発研究所を専門家との協力の中で設

立できれば良いと思う。これらの発展ができるかどうかは、今後、皆さんがいかに各

Cooperativeを強くしていくか、そのネットワークを強くして（全国的なものにして）いく



かにかかっていると思う」ということも付け加えた。2つ目の部分に関しては、実は種の開
発がどのくらい難しいものなのかを私は知らないし、知的所有権との絡みの問題もあるよ

うであるが、私はそれについても詳しくないので果たしてこのようなことが単により大き

いネットワークを作ることだけで可能なのかはわからない。しかしながら、『Japanese 
Seed』の問題は、彼らの People’s Processを発展させるための大きな契機の一つになるの
ではないかと思った。なお一言付け加えておくと、彼らの何人かは執拗に「私たちは力も

お金もないから援助してくれ」と繰り返していたが、概ね大多数は「他に依存するのでは

なく自分たちで歩む」というメッセージを好感を持って受け入れてくれた。これはこの地

域の人々の People’s Processがすでにある程度進んでいることの証拠である（実際、昨年カ
ンボジアに行って感じた人々の援助依存性に比べると格段の差がある）。「日本人のあな

たは私たちにどんな援助をしてくれるのか」に対して、「何も自分からは援助しないが、

あなたたちが自分の足で歩む際に、その歩みを（豊かな人、先進国に有利な）社会の構造

が妨げているときに、その妨げを除去するためには一緒に働きたい」と応えるような関わ

りが出来たらと思う。 
 
最後に来年度以降に向けて私の考えていることを述べておきたい。一つには、上記の種

の問題は一つの国際政治経済問題のテーマになるのではないかと思う。来年のゼミでこの

あたりを研究してくれる人がいてくれるとありがたい。またゼミとしてやるのか有志、ま

たは大学を離れた NGO的なものでやるかわからないが、上述したような姿勢、すなわち「何
も自分からは援助しないが、彼らの歩みを妨げている構造的障害を除去するために一緒に

働く」といったようなセンスで、実際に問題に直面しかつそれを乗り越えようと自分たち

で歩んでいる各地の貧困者と一緒に働いていくような日本でのグループを是非作っていき

たいと思う。もちろんこの『Japanese Seed』の問題に具体的に取り組むことは一つの事例
として面白いし、それだけではなくいろんな現場に行くとすぐにいろんな問題にぶち当た

る。ちなみにカリフラワーの種の問題に関して、日本側の状況（他に種を作っている会社

の存在と連絡先、またどのような形で輸出が行われているのか、できれば種の生産は技術

的に簡単なのか、また法律的な問題はあるのかないのか等）をまず調べ、現地が直接日本

の会社とコンタクトを取ろうとする時に、翻訳通訳の手伝等を含めて、一緒に取り組む人

がいたら、現地の人々は喜んで招待してくれるだろう。もしこのような取り組みに興味が

ある方は、卒業生であろうが在校生であろうが是非私に声をかけて欲しい。この私の『ひ

とこと』を通して同志を集めたいと願っているのである。 

Peter Shimokawa
テキストボックス
＜後日談＞帰国後、問題となっているカリフラワーの種の輸出業者を探し、その連絡先を調べて現地に知らせた。その後、現地ではさらに協同組合が増え、ネットワークは拡大し、ネットワークとして共同でその企業に連絡を取り問題を伝えたそうだ。これに対して、その企業にとってもこのネットワークは大きな顧客ということで、今年９月に社長自らが現地を訪問し、問題の所在を調べ、また彼らと話し合いに応じてくれたのである。その結果、中にはパッケージ・缶詰そのものが模倣され、実はインドやパキスタンの種が入っているものがあったこと、その企業が出荷した種にもいろんな種類があり、そのことに対する現地の人々の理解が乏しかったこと等の問題が明らかになった。社長は、今後ソン・バレー地域に出荷する缶には、模造品にだまされないように現地の人だけがわかるような特別のしるしをつけて出荷してくれることを約束したそうである。これらのことを通して、彼らは種をを外国に依存し続けるという根本問題を解決したわけではないが、少なくとも農民が結束することによって、思った以上に道が開けていく可能性があることを知り大きな自信になったようだ。そして現在、彼らは将来的にはカリフラワーに依存しない農業を探すという次のステップの道を共同で模索し続けている。
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ラテンアメリカにおける女性のエンパワーメントとコミュニティーアクション 
～ペルーのコミュニティーキッチンとボリビアのマイクロファイナンスを事例として～ 
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 1980年代のラテンアメリカは、「失われた 10年」といわれるほどのマイナス成長を記録
し続けた。90 年代に入り構造調整政策が試みられたものの、ラテンアメリカ諸国は多額の
累積債務を抱えたまま以前厳しい状態に置かれ、21 世紀に突入した現在もその状況が改善
されているとは言い難い。このような経済状態下で、貧困者は自分たちの力で自分たちの生

活を守ってゆく必要があり、実際にいくつかの活動が設立された。 
 貧困者、特に社会的弱者に位置づけられている女性たちが、これらの活動を通して「エン

パワーメント」できたか否かを分析し、またそれが共通理念を共有できるコミュニティーを

形成しているかどうかを観察することは、貧困者自身が今後現状を打破していくパワーがあ

るか否かという可能性を考える上で非常に重要であると思われる。 
 そこで本論では、実際にペルーのコミュニティーキッチンとボリビアのマイクロファイナ

ンスを事例として取り上げ、二つの事項を目的としたい。ひとつは、活動に参加している女

性たちが「エンパワーメント」できたか否かを観察することである。「エンパワーメント」

の基準を具体化するために、本論ではアマルティア・センの「自由」の概念を引用すること

とする。なお、本論における「エンパワーメント」とは、貧困者自身が政治的、経済的およ

び社会的な力を自分たちで高めていくことを意味している。また、もうひとつは彼らが「エ

ンパワーメント」していたとした場合、それが共有理念を持つコミュニティーを形成し、今

後社会運動につながりえるパワーを保持しているかどうかを考察することを目的としてい

る。 
 本論を通して観察できたのは以下のことである。 
 両事例ともに、貧困者は「エンパワーメント」していると言える一方で、この「エンパワ

ーメント」は「個人的エンパワーメント」と言わざるを得ない。というのも、これは個々人

の自信、自尊心、幅広い意味における自我を確立できたという意味においては「エンパワー

メント」している。しかし、そこにはグループとしてのアイデンティティーや共通理念が存

在しているとは言い難く、よって「集団的エンパワーメント」は達成されていないことが明

らかになった。 
 しかし、これは「集団的エンパワーメント」になりうる可能性が皆無であることを証明し

たわけではなく、むしろ両事例はその可能性を保持していると考えられる。なぜならば、人

と人のネットワーク、信頼といった社会資本の要素をすでに蓄積していて、活動グループ内

においてはこの社会資本を運用して相互扶助の精神を多分に生かしているからである。つま

り、社会資本を蓄積することによってコミュニティー行動は強化され、またコミュニティー

行動の強化がさらなる社会資本を蓄積する。これらは連関関係にあり、連関がさらに強化す

ることで、「集団的エンパワーメント」が生み出される可能性があると観察できた。また、

今後「集団的エンパワーメント」を達成するのに必要だと思われることは、活動メンバーが

社会資本やコミュニティー行動に対する重要性を認識し、意識化することにあると考察でき

る。 
 なお、卒業論文本文は英語にて執筆した。 
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 Globalization has been a buss word in the contemporary world.  Every aspect of society 
is going through the process of globalization; various phenomena, such as the movement of people, 
outflow of information, cultural exchange and the expansion of international trade, are all related in 
terms of globalization.  Globalization covers a wide range of phenomena in many different fields.   
 The concept of gender has also been acknowledged more widely than ever, if not as much 
as globalization.  Many people are now aware of various gender asymmetries and the need for 
adjusting them.  While there are some groups of people who are actually working on the reduction 
of gender inequalities, it seems to me that gender relations are still largely perceived as something 
unchangeable that are traditionally defined in each culture.  As a result, gender continues to be a 
kind of taboo in non-cultural areas of study.  For example, in the field of economics, gender 
relations have often been neglected as if to say “none of our business.”  To be sure, a few 
economists have revealed that it actually has different implications on men and women.  
Nevertheless, their claim is far from being reflected in whole discipline; the belief remains prevalent 
that economics is free from gender issues.    
 In the analysis of globalization, too, gender tends to be taken up merely as a matter of 
cultures and traditions.  These words must be convenient to explain gender inequalities; some 
people may justify gender segregations in their own culture in the name of “cultural differences,” 
while others may blame gender discriminations in other cultures for being “too traditional.”  
However, when it comes to the discussion of economic globalization, gender is an aspect rarely 
taken into account.  There appears a widespread belief that economic globalization is a 
gender-neutral process.   

However, I would argue that this belief is only a myth, and this thesis aims to break it.  I 
believe, as feminists and some other scholars do, that the gender perspective should be introduced to 
non-cultural fields as well.  By doing so, we will notice that what we believed might not always be 
true.  Gender is not simply a cultural matter. 

In this thesis I will look at economic globalization from the perspective of gender, and 
present the analysis of it.  I will argue that economic globalization is in fact gendered, as opposed to 
the conventional presumption that it is gender-neutral.  In other words, it embodies certain norms 
about gender, which work to affect men and women differently and disproportionately.  Economic 
globalization actually contains various gender biases that discredit “the myth of neutrality.”  It has 
been assumed gender-neutral simply because the gender analysis was set aside by such a myth. 
 I will clarify what kind of gendered characteristics economic globalization has through this 
thesis.  In chapter 1, I will discuss the definition of globalization.  Among various definitions, one 
of the understandings of globalization is the unification of the world through a single culture or a 
social system.  In the case of economic globalization, this may be the expansion of capitalist 
economy throughout the world.  Based on this understanding, I suspect that gendered natures of 
globalization can be attributed to gendered natures of capitalism.  In chapter 2, I will try to prove 
this hypothesis by presenting how and why it is gendered.   

Characteristics of capitalism are reflected in phenomena caused by globalization.  I will 
explain this with three examples of phenomena that globalization has caused, all of which are 
gendered in the way that capitalism is gendered.  In chapter 3, I will deal with the global 
feminization of labor, which is a trend seen worldwide.  Chapter 4 is concerning the 
“reprivatization” of welfare, which has been observed in many developed countries.  Chapter 5 is 
the discussion of the international division of reproductive labor, which is affecting women in 
developing countries.   

Globalization seems to continue over the future, which at the same time means the spread 



 

of biased gender relations it internalizes.  However, is there no hope for globalization to proceed 
without spreading out gender asymmetries together?  This is the theme of the last chapter.  I will 
seek for possibilities of gender-neutral globalization by examining two ideas advocated by some 
feminists.  By examining them, I will emphasize the importance of the deconstruction of 
hegemonic values and systems such as capitalism.  The recognition of differences existing in the 
world will be relevant for this, which may open up the possibility for us to create a more egalitarian 
world.   
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近年、環境破壊や人口増加によって水の価値は高まり、様々な水問題に対して強い関心が寄

せられている。家庭用の水道水に注目してみると、発展途上国の都市部で進められている水

道事業の民営化に対して、様々な議論が展開されている。今年 3月には京都で世界水フォー
ラムが開催されたが、そこでも、民営化が最善の策だと強調する国際金融機関と、民間セク

ターの導入に反対を唱える NGOなどの団体と、両者の主張は真っ向から対立し、合意には
至らなかったようだ。 
水道事業は、これまで主に公共セクターによって管理されてきたが、資金不足や非効率的な

運営が課題となっていた。そこで 19世紀半ばから、いくつかの地域で民間セクター導入が
行われ始めた。先進国においては、フランスとイギリスで大規模な民営化が行われており、

発展途上国では、国際金融機関の圧力を受ける形で、海外の多国籍企業による民営化が急増

している。現在、民間セクターによる水道サービスを受けている人は、世界人口の 5％に過
ぎないが、これから民間セクターの導入が加速する分野であると言われている。 
このように資金調達と効率的な運営を期待して推し進められた民営化ではあるが、実際民営

化されたところでは、貧困者層へのサービス提供が行われなかったり、料金が不当に値上が

りしたりするといった問題が多い。最終的に経営が困難になり、サービスを中止してその地

域から撤退した企業もある。なぜこのような問題が起きたのだろうか。民間セクターを導入

して、成功した例は全くないのだろうか。また、先進国であるフランスやイギリスではうま

くいっているのだろうか。 
以上のような問題意識のもと、本論文では先進国や発展途上国における水道事業民営化の事

例をいくつか挙げ、その問題の本質を探り、適正な価格ですべての人に行き渡る水道事業を

運営するための方法を提示する。 
事例研究の結果分かったことは、先進国においても発展途上国においても、民営化にはいろ

いろなレベルの契約があり、料金の値上がりやサービス提供の偏りといった問題は、あるレ

ベルを超えた民営化が行われた際に起きているということである。つまり、資本投資までも

民間セクターに任せる民営化においては、適正な価格設定やサービス提供が実現されること

はほとんどない。この場合、規制機関が設けられていたとしてもあまり機能しないことが多

い。一方、同じ民営化ではあっても、ある一部の運営や維持活動のみを民間企業に委託する

という契約であれば、費用を最小限に押さえることが可能になり、より多くの人へサービス

提供が行われる。以上のことから、効率的であり、尚且つ適正な価格ですべての人に行き渡

る水道事業は、資本投資における責任及び権限は自治体や住民が持ちつつ、運営維持のみを

民間セクターに任せていくことによって、実現可能になると言える。 
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“Everyone has the right to education. Education shall be free, at least in the elementary 
and fundamental stages”.1 This sounds trivial and seems to be really natural, however, this is not the 
real case for many children in the world. Although there have been many conferences and summits2 
to bring the change to the gloomy situation, at this moment in 2003, there are approximately 123 
million children who are out of school, according to UNICEF.  These children do not or cannot go 
to school for several reasons, but high cost of primary education is one of the main reasons. As the 
Convention on the Rights of the Child (1989)3 says, primary education ought to be free for all 
children. Nevertheless, user-fees for primary education were widely introduced in sub-Saharan 
African countries during 1980s and 1990s accompanied by economic crisis and structural adjustment. 
As a result, the number of children not attending school and dropout rates rose. How could this be 
happened? Why did they impose user-fees on fundamental human rights? What kinds of strategies 
are necessary to provide free primary education that meets basic learning needs4 for all children? 
The first purpose of this paper is to show how the advocates of user-fees justified their idea, and to 
what extent user-fees accompanied by structural adjustment had adverse effects on school-age 
children with many cases in sub-Saharan African countries. The second purpose of this paper is to 
examine how to provide higher quality and more cost-effective education so that children can learn 
at their optimal condition. 

Section 1 of this paper takes a general view of the situation of primary education from 
independent to present in sub-Saharan Africa. In section 2, this paper shows how the imposition of 
user-fees was justified, and the counterarguments against strategies by advocates of user-fees. 
Rationales for imposition of user-fees were based on the idea of the market-oriented system to 
improve equity and efficiency of provision of education. However, introduction of user-fees for 
primary education had devastating influence. Many children had to leave school, and enrolment rates 
declined dramatically. Section 3 of this paper shows some cases of introduction of user-fees and the 
consequences. 

Currently, many countries are on the way of abolishing user-fees for primary education or 
some have already abolished them. This trend is the result of the reactions to user-fees from parents 
of students, and local and international NGOs. This is also the result of the change in attitude of 

                                                 
1 Universal Declaration of Human Rights, Article 26. (1) 
2 Jomtien Conference on ‘Education for All’ and the World Summit for Children in 1990 
agreed on the goal of universal basic education by the year 2000. The Social Summit in 
1995 set the new target date; ‘Education for All’ by 2015. World Education Forum in 
Dakar, Senegal in April 2000 set the goal of achieving the access to free and 
compulsory primary education of quality for all children by 2015.  
3 Article 28 (1) States Parties recognize the right of the child to education and with a 
view to achieving this right progressively and on the basis of equal opportunity, they 
shall, in particular: (a) Make primary education compulsory and available free to all; 
4  ‘World Declaration on Education for All’ proclaimed at Jomtien Conference defines 
‘basic learning needs’ as essential learning tools (such as literacy, oral expression, 
numeracy, and problem solving) and the basic learning content (such as knowledge, 
skills, values, and attitudes). 



 

governments and external donors towards user-fees. Section 5 of this paper shows some cases of 
abolition of user-fees and their consequences. Malawi, Uganda, Tanzania, and Kenya are examples 
of countries that have recently abolished user-fees for primary education. These countries 
experienced remarkable increase in enrolments soon after abolishment. However, the influx of 
students caused severe lack of classrooms, teachers, and other teaching/learning materials. Therefore, 
the quality of education remains low, and dropout rates remain high. Under such condition, children 
cannot obtain even rudimentary literacy, and primary education cannot meet their basic learning 
needs. Abolition of user-fees is not a sufficient policy to make the situation of free primary 
education sustainable. Improving the quality of education in a cost-effective way is one of the key 
issues for primary education in this region, as governments face insufficient revenue for education 
spending. Section 6 of this paper shows remaining challenges and some ways to improve the quality 
and cost-effectiveness of primary education in sub-Saharan Africa. 

Private primary schools have substantial share in some countries in sub-Saharan Africa. 
While it remains the responsibility of each government to provide primary education for its children, 
the reality in sub-Saharan Africa is that government efforts alone are not sufficient to do so. 
Therefore, section 7 of this paper observes private primary education mainly from two aspects; one 
is whether private primary education can be another source of funds for primary education besides 
governments, and the other is whether private primary education can increase the access to primary 
education as alternative or supplement to public primary education, offering more places for 
schooling and/or more affordable and flexible conditions. This paper shows some possibilities and 
limitations of private primary education in sub-Saharan Africa.  
The last section offers conclusion and some recommendations for enabling all children to receive 
free primary education that meets their basic learning needs. 
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 キューバでは現在、有機農業による農業生産方法が取られている。キューバで採られている有
機農法は微生物肥料や天敵虫を利用した害虫駆除であったり、カビを利用したバイオ農薬を使

用したものである。また、この有機農業を利用した都市農業の動きもキューバ全国でさかんに

なっている。キューバでは社会主義宣言以降、化学肥料や農薬を大量投与し、大型機械を使っ

たソ連型の農業方式を採用してきた。このような近代農業は、ソ連をはじめとする社会主義諸

国から物資を輸入し、資金援助をうけていたからこそ成り立っていたものであったが、社会主

義諸圏の崩壊によってこの近代農業を支えられなくなってしまった。この社会主義圏崩壊によ

ってキューバは経済危機に陥り、農業政策の転換を迫られて化学肥料や農薬を使用しない有機

農法が採られるようになった。キューバの経済危機は 1994年以降回復しているが、アメリカ合
衆国の経済封鎖により未だ経済状態は厳しい状態は続いている。この経済危機によって人々は

配給によって必要最低限の食料しか手に入れられなくなり、食生活が悪化し栄養状態も悪くな

った。キューバは近代農法によりサトウキビを生産し、それを社会主義諸国に輸出してそれら

の国から石油、食糧、工業製品を輸入するという体制だったからである。自国で食糧生産をほ

とんど行なわずに基礎食糧を中心に食料を輸入に依存していたキューバの人々は危機以前の食

生活を維持できなくなって一般の人々が自宅の庭やパティオ、空き容器を使って野菜を作り始

めた。これが都市農業の始まりとなった。現在では協同組合形式の菜園も都市部で見かけられ

るようになり、都市農業の生産量は 99 年の時点で約 900000ｔとなっており、この動きが起こ
り始めてから約 10年で大きなうねりとなっている。 
 農業に携わったことのない人々が始めた都市農業が短期間のうちにどのように発展したので

あろうか。また農業方法に関して述べると、有機農業というのはその土地の気候や土壌の質、

どのような生物が生息しているのかということを体系的に考えて生態系のバランスを意識しな

ければならない農法である。農業政策転換前までは農耕地の 80％を国営農場が占め、そこでは
画一的な近代農法による大規模生産が行なわれていた。画一的な近代農業から、様々な要素を

考慮して行なわれなければならない有機農業への転換が表明できたのはなぜだろうか。この二

つの大きな問題意識のもとにキューバの人々が経済危機にどのように直面したのかをこの論文

では明らかにしていきたい。また、特に市民の間で行われている都市農業によってもたらされ

た良い影響と問題点を示したい。 
 キューバに関する論文や、実際に現地に行って人々の生活やいくつかの農園を訪問して見た

ことをもとに以上の二つの疑問に対して得られた結論は以下のとおりである。有機農業への転

換が可能となったのは、土壌劣化が著しく進んだ 1980年代から農業省の諸農業研究所が有機農
業に関する研究を進めていたからである。そこには慣習的な農業方法を守ってきた小農の人々

との協力もあった。また都市農業が短期間で発展することができたのは、このような技術を農

業に携わったことのない人に還元されるために研究所がワークショップを開いて技術普及に努

めたからであった。さらに各 Consejo Popularと呼ばれる末端の行政機関に配置されている都市
農業普及委員による農業技術や土地管理についての指導やアドバイスが受けられる制度が整え

られた。有機農業への転換、都市農業の発展には政府の支援が大きく関わっている。 



 

 また都市農業からは、この農業が一般の人々にもたらした良い波及効果とこの都市農業から

浮かびあがるキューバ社会の問題点を見ることができた。良い波及効果として考えられたのは、

雇用機会の創出・所得の増加と労働価値の発見、野菜を食べる習慣、伝統農業の復活、政府と

草の根の協力、コミュニティ活性化である。都市農業を始め、それが軌道に乗った場合には自

分の働きの成果が収入に反映される形となり、共産主義において抑えられていた労働者の意欲

や労働の自主性や創意性といったものが働き手の人々の間で発見された。自分の生産したもの

を地域の人に食べてもらい、その作物に対する評価の言葉をかけてもらったり、新たに都市農

業を始めた人たちとの間で体験談を分かち合うことによって地域の中での人々の結びつきが生

まれている。これが都市農業運動の中で筆者が最も注目した点である。逆に問題として浮かび

上がってきたのは都市農業の恩恵は限定的であるのと、キューバの農業政策において基礎食糧

生産量が少なく食糧確保が困難であるという点である。 
 本論の構成は以下の通りである。第１章「キューバの農業」では、キューバで現在採られて

いる有機農業という農業方法と、その有機農法を利用した都市農業の動きについての説明をす

る。キューバにおいて具体的にどのような有機農法が取られているのかということと、都市農

業の形態について述べる。第２章「農業転換の背景」では、社会主義圏崩壊までに採られてい

た近代農業から有機農業への転換のきっかけとなった経済危機についてまとめる。経済危機の

原因となった直接的原因とキューバ経済が以前から抱えていた問題について述べ、さらに経済

危機に対する 1993年の政治改革と経済改革について説明する。第３章では経済改革の中の農業
改革について詳しくまとめる。革命後に行われた２回の農業改革によってキューバの農業がど

のような方向に進んでいったのかということを示し、その方向性の中で生じた問題点を指摘し、

1993 年の第三次農業改革が有機農業・都市農業にどのように影響したかをまとめる。第２章、
第３章にまとめた政治経済改革や、実際に現地を訪ねて筆者が実感したものから有機農業・都

市農業発展を可能にした要因を導き出したのが第４章である。第５章では、都市農業を取り上

げ、その影響、問題点についてまとめる。都市農業を始めたことによって人々にどのような利

益をもたらしたのかということと、都市農業から浮かびあがる政治経済改革後に現れ始めたキ

ューバ社会の問題点を指摘する。 
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フェトレードを通して見えるもの 

―責任ある消費者として自分を見つめるとき、社会を見つめるとき― 
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 洋服を買いに街に出かけ、お気に入りの服を見つけたとき、どれくらいの人が「この服は誰

が作ったのだろう」「この安さの裏には何があるのだろう」と問いかけるだろうか。ほとんど

の人は「Made in Chinaだから安いのね」と思うのではないか。 
 最近、テレビや新聞記事で少しずつ耳にする機会が増えた「フェアトレード」という言葉

をどれだけの人が知っているだろうか。また、どれだけの人がフェアトレードにまつわる様々

な話を知っているだろうか。三省堂デイリー新語辞典によるとフェアトレードとは「公正貿易

のこと。特に第三世界を対象とする貿易について、自由競争の観点、正当な利益や貿易に伴う

環境への負荷などの観点からいう。」とあるのだが、実際には、自分の身の回りに起きている

出来事なのにも関わらず意外と知らない人が多いと思う。    
そこで本論では、欧米のフェアトレードの実情を整理するとともに、日本のフェアトレード

に携わる団体へのインタビューを通じて、彼らが捉えるフェアトレードの姿や今後の可能性、

そして筆者が研究を通じて感じたフェアトレードの姿を捉えることを目的とする。筆者の根底

にある、フェアな関係とは双方が主体となり、お互いに影響を与え合うことのできることだと

いう思いを基盤としてフェアトレードを捉えていきたい。 
 フェアトレードは、１９４０年代にアメリカで始まり６０年代にはヨーロッパで、大規模

な市民運動として南の生産者を助ける動きとなった。その後、欧米では順調にフェアトレード

が市民権を得ていくこととなる。当初は民芸品を主に扱っていたフェアトレードも、現在では、

フェアトレードの認証ラベルがスーパーマーケットや大手企業に導入されるようになり様々な

場所で食料品などのフェアトレード商品を目にするようになった。また、９０年代以降は国際

的なフェアトレードのネットワーク組織が次々と誕生している。その傍らで日本には、９０年

代から少しずつフェアトレードあるいは民衆交易という形で人々の生活の中に入ってきた。イ

ンタビューを通じて、日本のフェアトレードは生産者とゼロからの関係を継続的に築いていく

ことに重点が置かれていることがわかった。同時に、日本の消費者のフェアトレードへの認知

度の低さと、未だ北の消費者が南の生産者の生活を支援するために商品を買うという意識があ

り、生産者の自立が達成されるにはまだ多くの課題が残されているということもわかった。ま

た、生産者の「自立」も、フェアトレードの制度からの自立と、生産者が自分で道を切り開い

ていくという 2つの意味があることがわかった。最終的には、フェアトレードとは南の生産者、
北の消費者、そしてフェアトレード組織や企業にとって、新しい発見や新たな価値に気づくこ

とのできるチャンスを与えるものなのではないかというインサイトを結論とする。 
本論は、第１章でフェアトレードの流れを確認し、第２章でフェアトレードに携わる様々な

組織を分類し、第３章で国際的な広がりを見せるネットワークである IFATと FLOについて詳
しくみてみる。そして、第４章では１）ヨーロッパにおけるフェアトレードの現状と実例、２）

イギリスにおける現状と実例、２）アメリカにお現状と市民運動の流れ、そして４）欧米のフ

ェアトレード組織が抱える課題を確認する。本論の焦点は第５章以降である。第５章では、筆

者が日本のフェアトレード組織へのインタビューを通じての考察を整理すると同時に、第６章

では、筆者が考える日本のフェアトレードの現状と課題、そして可能性を考察して終わりとす



 

る。 
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「ある人が西暦元年に 1 マルク預金したとして、それを年５％の複利で計算すると、現在そ

の人は太陽と同じ大きさの金塊を 4 個分所有することになる。一方、別の人が西暦元年から毎

日働き続けたとする。彼の財産はどのくらいになるか。驚いたことに、1.5m の金の延べ棒 1本

にすぎないのだ。この大きな差額の勘定書は、一体誰が払っているのか。」というミヒャエル・

エンデの言葉を読んで、“利子”というものに疑問を感じた。実際、西暦元年からずっと生き

ている人はいないけれど、現実的に考えても年利 5％で 100 万円貸すと、100 年後には約 1 億

3150 万円になる計算だという。何にもしないでそれだけのお金を手にする人がいるということ

は、それだけのお金を働いて払わないといけない人がいるということで、このシステムがある

限り、裕福な人は何にもしなくてもどんどん裕福になり、貧しい人は働いても働いても貧しく

なってしまう。 

さらに、個人だけでなく国レベルで見ると問題はさらに深刻で、南の貧しい国々では、利子

により債務がどんどんふくらみ、その返済のために政府が教育や保険・医療などの予算を削り、

自国で生産した食料の大部分を輸出にまわさざるを得なくなり、アフリカでは 5 秒に 1 人の割

合で“債務死”していく子供たちがいると言われている。しかし、それでも債務は年々増え続

けている。その一方で、金利生活者がいるというのは明らかにおかしいことではないだろうか。

私には、先進国が債務の利子を利用して、途上国から搾取しているように思えてしまう。 

そこで、この論文ではその真偽を明らかにし、途上国の抱える債務が人々の生活に与える影

響をまとめ、先進国（特に日本）のとるべき対応や、途上国が貧困から抜け出すためにはどう

したらよいのかを考えていく。 

債務の全額帳消しにはまだまだ程遠く問題も多くあるが、やはり帳消しにすることが、貧し

い人たちへの一番の助けになる。しかし、帳消しにされても、帳消しによって生じた資金を医

療・教育など、人々の生活向上のために使わなくては、意味がない。債務を帳消しにした後の

フォローも重要である。また、日本は帳消しに一番反対している国であるが、日本の多くの人

はこの問題についてあまり理解していないのではないだろうか。多くの人が知ることが貧しい

人を救うことにもつながると思う。 

貧しい国が発展のためにお金を借りること自体は悪いことではない。利子がなければほとん

どの国で債務の返済はすでに終わっている。利子を生む融資を受けた国は借り受けた以上を返

済しなければならない。しかし、そもそもそれがおかしいことである。債務を帳消しにしたと

しても、貧しい国が貧しいことに変わりはないだろう。発展のためには、一刻も早く債務を帳

消しにして、再び債務危機が起こらないような、また貧富の差を広げないような新しいシステ

ムを考えていかなくてはならない。 
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インドシナ難民とは何か。なぜ流出がおきたのか。また、日本社会はなぜ難民受け入れに

消極的なのか。日本が血統主義を重んじていること、単一民族国家であること、経済不況であ

ることなど、様々な要因があるが何が主要原因であるのか。ベトナム難民に着目し、ベトナム

難民の流出原因を調べ、諸外国（主にアメリカ合衆国、イギリス）でのベトナム難民受け入れ

対応を調査した上で、日本の受け入れ体制と比較し、日本社会がなぜ難民受け入れに消極的で

あるかを考える。 
インドシナ難民を選んだ理由は、インドシナ難民について知っているようで知らないため

調べてみようと思ったことによる。単なる好奇心みたいなものである。さらに、アメリカ小学

校時代に一番仲のよかった友達の家族がベトナム難民としてアメリカに定住したという身近な

例から、ベトナム難民について興味があった。昨年、日本の難民受け入れ体制について調査し

た結果、日本がいかに諸外国から遅れをとり、非人道的な対応をしてきたかが分かった。そし

て、今年はなぜここまでして日本は難民受け入れを拒むのか、その原因の一つを解明したいと

いう動機から、このテーマに結びついた。 
ベトナム難民の流出原因は、国家体制の変化、大国介入による。国際社会はそれに対して、

ODP や CPA を採択するという反応をみせた。各国のインドシナ難民受け入れ状況を調査し、
日本のインドシナ難民受け入れ状況と比較すると、日本が難民受け入れに消極的である原因が

解明できるのではないかと考えた。比較対象としてアメリカとイギリスを選んだ。その理由は、

アメリカがベトナム戦争に介入し、インドシナ難民受け入れに積極的であったこと。イギリス

はベトナム戦争に介入してはいなかったものの、受け入れ数は日本より多く、特にコモンウェ

ルスでの受け入れ状況は常に top5に入っていたことである。 
ベトナム難民受け入れ制度の諸外国との比較を行った結果、難民受け入れに対し日本に欠

けていることの一つは市民組織ではないかと思う。アメリカ、イギリスはベトナム難民の流入

に対し、NGO,NPO が迅速に対応し、その結果、難民の定住が促進された。市民組織は、共通
理念を掲げ、ある目的を達成するために人々が結成する。それは柔軟性に富んでいる。市民組

織の活動が契機となって、国民、政府、メディアに問題を提起することができる結果、国家そ

のものが問題に対する意識が高くなる。現在においても、日本国民で難民に対する理解、十分

な認識を有していない人が多数存在すると思う。まずは、市民組織の活動によって、国民の一

人一人を取り込んでいき、何かしなければならないと問題認識を持ち、政府を促すことができ

るのならば、今後、増加するであろう難民問題に対しても日本の果たす役割は大きくなるので

はないかと考える。 
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ＦＴＡ戦略と農業政策からみる日本の通商課題 
 

外国語学部英語学科４年 
A0051113 國分邦博 

 
 
 近年、経済のグローバリゼーションの進展に伴い、世界各地で自由貿易をめぐる様々

な取り組みが行われている。その一つの潮流として自由貿易協定（Ｆｒｅｅ Ｔｒａｄｅ Ａ

ｇｒｅｅｍｅｎｔｓ：ＦＴＡ）が挙げられるであろう。実際に、２００２年度には１７９件に

のぼるＦＴＡが報告されている。しかし、日本はこの潮流に大きく出遅れており、現在、シン

ガポールとのＦＴＡ１つにとどまっている。日本は韓国や、メキシコ、そしてタイ、フィリピ

ン、マレーシアなどのＡＳＥＡＮ諸国ともＦＴＡ協議を進めているがどれも遅々として進んで

いないのが現状である。さらには、世界の潮流に乗り遅れているだけではなく実害を被ってい

る企業もでているほどだ。ＦＴＡに関して一番の問題になっているのが、国内農業の保護問題

であろう。そこで、ＦＴＡの可能性と農業保護の実態と問題点を考え、今後どのような政策が

必要となるかを議論したいと思い、このテーマで論文を書こうと決めた。 
まず、ＦＴＡの特徴として、２国間で行われるために、相手国次第では比較的交渉を

スムーズに進めることが可能であろうし、内容もより満足度の高いものを合意できる可能性が

高まるだろう。そして、なによりもＦＴＡ締結によって得られる利益は、長期的な目で見たと

きに予測されうる効果である。日本初となったＪＳＥＰＡ（日本･シンガポール経済連携協定）

はまさにその典型ということができるであろう。日本にとって、センシティブな分野である農

業部門は実質上変更を加えず、投資協定や貿易促進のため措置、政府調達、知的所有権、入国

管理、各種資格や製品規格の相互承認等の高度な内容を盛り込んだＦＴＡとなったからだ。Ｊ

ＳＥＰＡは、一部からは農業を省いたＦＴＡであると非難を受けたが、今後の日本のＦＴＡ戦

略の雛型となるとおおいに期待された。また、日韓ＦＴＡに関しても、農業はさほど大きな問

題にはならないという議論があり、むしろ、２国間の経済構造の類似度高いために起こりうる

とされる構造調整コストと、そして、日韓ＦＴＡを結ぶことで得られる動学的利益が指摘され

る。さらに、東アジア初となる日韓ＦＴＡが上手く機能することは、２国の交渉力の強化を促

し、ゆくゆくは中国を含めた東アジア自由貿易地域へと発展の可能性を秘めているだろう。し

かし、一方で、日本はメキシコやＡＳＥＡＮ諸国との交渉に手間取っている。ネックは、農業

問題である。そこで、日本の農業保護がどの程度のものかを考察し、次に、農林水産省を中心

とした日本の政府の見解を紹介したい。 
この論文のまとめとしては、やはりＦＴＡの潮流は世界的に広まっており、もはやと

められるものではなく、ＦＴＡに参加しないことの機会費用はかなり大きいといっても過言で

はないであろう。この点を踏まえ、また、農業規模は減少している今こそ、農業問題に真剣に

取り組まなくてはならないのではないか。農業を自由化交渉のテーブルにのせることは、けし

て農業の破滅を意味するものではないと思う。むしろこれからは、段階的な自由化によって、

農業も競争と進化をしてゆかなければならないと信じる。そのためにも、長期的な日本像を的

確に描き、強い指導力のもとで様々な改革を行ってゆく必要があるのではないかと思う。 
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伝統的貿易論と企業内貿易             

～企業内貿易の特色から発生要因を考える～ 
  

外国語学部ポルトガル語学科 
A0056053 田辺 洋太 

 
 
現在全世界で行なわれている貿易の 60％以上に多国籍企業が関わっている。さらにその半分
が、同企業グループ内の子会社間の取引もしくは、親会社＝子会社間の取引により占められて

いる。グループ内企業での取引を企業内取引と呼び、この貿易の発展が今後の世界経済を支え

ることとなると考えられている。その理由として、逆輸入をすることで、産業空洞化問題の解

決や低価格製品の提供、グループ利益の最大化、雇用創出などが挙げられる。私は、企業内貿

易の成立過程に疑問が湧いた。これまで行なわれてきた貿易にはモデルがあり、成立理由も明

らかになっている。今後の経済を支えてくれる企業内貿易を、その特色から成立理由考えてみ

る。本論では、企業内貿易の特色を見ていくことからはじめ、企業内取引特別価格の設定要因

と、活用のされ方を考察し、企業内貿易は伝統的貿易論と違い、企業利益の追求を目指し、価

格の自由設定を目的に発生した貿易であるとの結論を導いた。このような結論に行き着くとと

もに、この貿易によって取引される製品が市場に出回ることがないという疑問が新たに生まれ

た。 
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カレン難民選択肢拡大の可能性 
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2003 年 9 月、筆者は知人の紹介でタイ西部、ビルマとの国境沿いの街メソットにある Peace 

Education Center（以下、PEC）を訪れた。 

PEC は東さん・SWEET さん（カレン族）ご夫妻がカレン族の青年たちのために英語教育を提供

している NGO である。 

筆者はそこに約 1 週間滞在し、カレン族の青年たちと友達になった。彼らの中には難民キャ

ンプ出身者もいた。 

筆者は PEC を訪問するまでカレン族、カレン難民のことをほとんど知らなかったが、彼らと

共に過ごす中で少しずつカレン族やカレン難民のことを知り、それと同時にいくつかの疑問を

持つようになった。 

第１に、なぜ彼らが難民となったのか。第 2 に、難民キャンプではどのような生活を送って

いるのか。本稿では、まずこの 2点について考察した。 

 彼らが難民となった背景には「ミャンマー軍事政府と少数民族組織の紛争」と「ミャンマー

軍事政府による人権侵害」あることがわかった。また、難民キャンプでは比較的安定した生活

をおくっているものの、働く事ができなかったり、移動する事ができなかったりというように

限られた生活をおくっていることがわかった。 

そして、次の点を考察することにした。難民として限られた生活を送っている彼らの選択肢

拡大の可能性はあるのか。特に、PEC の教育支援が選択肢拡大につながらないのか。 

筆者は選択肢拡大の可能性は以下の 5点が持つと考えた。 

(1) ビルマへ帰還すること 
(2) タイ政府が難民条約を批准すること 
(3) UNHCR の保護認定、また、第 3国の難民認定うける 
(4) タイの ID を取得すること 
(5) 高い能力を身につけ国際的に認められること 
けれども、考察の結果、これらの実現は非常に難しくカレン難民が難民である以上選択肢拡

大の可能性はほとんどないことがわかった。 
しかし、2004 年 1 月 KNU とビルマ政府が停戦協定を結んだということで（１）ビルマへ帰還

することの実現が一歩近づいてきたのではないだろうか。 

また、ミャンマー軍事政権に対しては国際的な批判も多く、軍事政権は近い将来、崩壊する

と予想されている。このこともカレン難民の帰還にも繋がるのではないかと考えられる。 

しかし、ここで注目すべきは、民主活動家のアウンサン・スーチーさんらと少数民族の関係

がどうあるかである。 

民主活動家と少数民族との関係がどうなるのかは今のところわかっていない。 

両者が協力関係となり新しいビルマを形成していく日がくること、そして、無事にカレン難

民が帰還し、自由な生活を送り、選択肢を拡大できることを筆者は願いながら、今後の動向を

見守りたいと思う。 
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米国社会の中のラティーノ 

～移民の軌跡とエスニシティの確立～ 
 

  外国語学部イスパニア語学科３年 
A0154028黒川晶子 

 
 

アメリカ合衆国内におけるラテンアメリカからの移民人口は、2000年の米政府国勢調査によ
ると、ついに黒人人口を超え、ラティーノはアメリカ合衆国最大のマイノリティー集団となっ

た。彼等は主に経済的理由から国境越えを実行に移す労働移民である。実際に私と同い歳くら

いのメキシコ人の友人が、一昨年、仕事を求めてアメリカ合衆国に渡った。その後彼女がどの

様な仕事に就き、どのような生活をしているのだろう、又、唐突に職を求めて他国に渡る彼女

のような人々の動機や、そういった人々がラテンアメリカにはどのくらい存在するのだろうか。

これらの疑問が、この論を書くにあたっての動機である。本論の目的は特に、“労働移民”と

いうキーワードから、ラティーノ人口の 60％を占めるメキシコ系アメリカ人の出身地であるメ
キシコと、アメリカ合衆国とのこれまでの歴史関係や合衆国移民法の変遷を探ることによって、

これまでの米墨関係を概観し、労働移民に関する問題点を捉えることと、アメリカ合衆国社会

とラティーノの関わり方を“政治”の点に絞って論じることからラティーノがアメリカ合衆国

内でどの様に認識され、どの様な影響力を持ち得ているのかを、考察することである。 
考察の結果分かったことは、労働移民に関する問題点の根は、アメリカの移民政策の方法に

あり、国際情勢との兼ね合いと自国の利益最優先での移民法改正が頻繁に行われてきたために、

それまで合法と認められた労働移民者が法の改正ひとつで非合法・不法滞在者とみなされアメ

リカ国内で問題視されるなど、移民労働者は、政策と法が変わるたびに振り回される状態であ

ったこと。更に大枠で述べるならば、1960年代後半以降の工業化によって、ラテンアメリカ諸
国が多国籍企業の世界的な生産立地の場として編入されたことで、農村でも近代化と商品経済

の浸透が進んだため、多くの小作や小農民は土地を失い農村での生活基盤を失った。農村をお

われた農民は、都市のスラムに居住し、インフォーマル部門に就業するのであるが、彼らこそ

が、国境を越える労働力移動の予備軍を構成しているということである。労働移民においても、

凄まじい勢いで世界進出を続ける多国籍企業と大きな関わりが見受けられる。 
政治の点に関しては、近年、共和党がラティーノを支持母体としてとりこもうとする戦略が

みられる。政治的勢力として動員されたラティーノという単位は、経済的には多様性を含んだ

集団であり、階級による党派性はアフリカ系ほど強くなく、むしろ今日のヨーロッパ系エスニ

ック・グループの状況に近い。しかし、スペイン語を核とする文化的アイデンティティとして

は非常に強いものを持っており、それが脅かされると、政治的に大きな影響力を発揮しうる。

米国社会の中の多数派としての党であった共和党が、これだけ明瞭な文化的アイデンティティ

を保ち、増大を続けるエスニック・グループを、自然な支持母体として党内に迎えられるかど

うかは米国の多文化主義の真偽を政治の場で図るポイントといえるかもしれない。  
 一方で、米大統領の民主党指名争いは、2004年 2月 3日、序盤戦の最大の山場を迎えた。支
持候補を決める基準の特徴として、１）マイノリティー対策を重視する点では各候補とも変わ

りがないため、“ブッシュに勝てるのは誰か”に移り始めている２）現在イラクに従軍してい

るラティーノの米兵も多いため、軍人からの支持取り付けは、ラティーノ票獲得にもつながる、

等がある。 
各候補がスペイン語で演説を行う光景は、もう珍しいものではないといえよう。ラティーノ



 

は、米国社会の中で欠くことのできない存在であることを証明した。政治界におけるラティー

ノの立場の変化は、前述したような米国の移民政策と大いに連動している。移民問題と移民政

策を追うことは、ラティーノの今後の米国の政治・経済政策上での可能性を予知する一つの鍵

である。 
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協同組合にみる新しい働き方の可能性 

 
法学部国際関係法学科 3年 

A0132121  小泉 由子 
 
 

 「働く」ということに対するとらえ方は人によって様々だと思う。単に生活のためという人

もいれば、それ自体が生きがいという人もいるし、何か好きなことをするためや夢の実現ため

にお金を稼ぐ必要があるから働くという人もいるだろう。私の意見としては、働くということ

はとても大切なことだと思う。なぜなら単純に人生の多くの時間を費やすものだし、したがっ

て人生に近いものだと考えるからだ。そうなると、それがつらいと感じるものだったり誰かの

強制では困るし、できることなら楽しく働きたい。そこで、本当の意味で主体的で自由な（無

責任という意味ではなく、自分の責任のもとで）働き方とはどんなものだろうと考えたとき、

協同組合に可能性があるのではと考えた。 
  
 ではなぜ協同組合かというと、それは協同組合の特徴を紹介するのが一番わかりやすいだろ

う。協同組合が私企業と最も違う点は、労働者自身が資本を所有しているということだ。言い

換えると、労働者は働く人であると同時に出資者であり、私企業流に言えば社長でもあるのだ。

それは何を意味するかというと、「雇う・雇われる」の関係ではなく、メンバー全員が意思決

定に参加し、経営をしていくということになる。そこでは誰かに命令されたことをするのでは

なく、自分たちでやるべきことを考え行動に移していくというより主体的な働き方の可能性が

見えてくるのではないだろうか。 
このように協同組合を説明したものの、「協同組合」というものは種類も多様で国によって

も様々な歴史的背景や特徴があるので、決して一つの定義として捉えることはできない。おそ

らく共通していることは、必要なら自分たちで仕事をつくってしまおうという心意気で、だか

らこそ多種多様な業種が生まれているのではないだろうか。 
 
協同組合運動はアジアやアフリカなどヨーロッパ以外の地域でも大きな発展を見せているし、

それぞれ歴史がある。しかし残念ながらそれら全てを扱うことはできないので、本論文ではヨ

ーロッパについての協同組合運動の動きについて取り上げようと思う。ヨーロッパを扱う理由

は日本と経済状況が似ていることであり、日本で協同組合的な動きが根付くためにはというこ

とを考えるという本論文の最終的な目標からである。 
そのために論文の構成としては、第 1章において近代協同組合発祥の地とされるイギリスで
の歴史を概観して、どのような必然性から協同組合が生まれたのか・現在との共通点は？とい

うことを探る。第 2章においては協同組合の種類や一般的な知識、世界中でどの程度盛んなの
かということを取り上げ、協同組合への理解を深める。第 3章ではヨーロッパの中でも大きく
発展している例としてイタリアのレガ（あらゆる協同組合の連合）の内容を詳しく取り上げた。

第 4章では日本で労働者協同組合が根付くためには、ということを考えるため日本労働者協同
組合連合会事務局長の古村伸宏さんにインタヴューをしたり、日本での労働者協同組合の現状

を紹介した。 
 
今回の論文を書いて、ありきたりだけれど「お金では計れない価値」といったような言葉を

実感として感じた。協同組合のように誰でもやる気さえあれば参加できて、その分責任はそれ



 

ぞれ重いけれど自分たちの決定・話し合いをしながら働いていくという「過程」は給料の額か

らは何も見えてこない。「働くということはそもそも経済的な効率性を追求できるものではな

い。」といった古村さんのお話にもあるように、お金を当然のように絶対的な基準としている

ことから、そこに働く人の顔が消えていくような印象が生まれてしまうのではないか。一方協

同組合は人々がつくりあげていく有機体であり、それゆえ一人一人の創造力が仕事に直接影響

を及ぼしていくのではと思う。このような働き方が一つの選択肢となるような社会が、結果的

に多様性があり豊かな社会となるのではないだろうか。 
 
＊ 協同組合と労働者協同組合 
ヨーロッパと日本では「協同組合」のとらえ方が微妙にことなっている。ヨーロッパでは

協同組合と労働者協同組合はとくに区別せず、あえて言えば農業組合や生活協同組合など

に属さない職種の協同組合を労働者協同組合としている。それに対して日本は農協も生協

もどちらも独立したもので、必ずしも「みんなで出資」という原則が維持されているわけ

ではなく、日本独自の特色をもっているといえる。一方労働者協同組合は「働く人が出資

者」という協同組合の理念を据えている。したがって本論文では、日本の協同組合につい

ては労働者協同組合のみをとりあげることにした。 
 
主要参考文献 
中川雄一郎『イギリス協同組合思想研究』日本経済評論社、1984年 
ジャック・モロー『社会的経済とはなにか』日本経済評論社、1996年 
メアリ・メロー他『ワーカーズコレクティヴ：その理論と実践』緑風出版、1992年 
ピエーロ・アンミラート『イタリア協同組合レガの挑戦』家の光協会、2003年 
J・アール『イタリア協同組合物語』リベルタ出版、1992年 
日本労働者協同組合連合会編『ワーカーズ・コープの挑戦』労働旬報社、1993年 



 

カスピ海底資源開発を巡る諸問題 
 

外国語学部ロシア語学科 3年 
A0155036 齋藤瑞生 

 
 

ソ連邦崩壊後、中央アジア 5カ国（カザフスタン、ウズベキスタン、トルクメニスタン、 
キルギスタン、タジキスタン）とザカフカース 3カ国（アゼルバイジャン、アルメニア、 
グルジア）は、独立国家としての機構統制、市場化のための経済体制転換という二つの課 
題を達成するために苦労してきた。 
そのようななかで、カスピ海周辺で豊富に埋蔵されている石油・天然ガスへの関心が急 
速に高まった。ロシアの影響力から脱したい旧ソ連諸国は資源開発を外国に開放し、世界の国

際石油資本は開発に乗り出した。特にアメリカは本格的にコミットする意向を表明した。 
カスピ海地域で重要なのは、資源とその位置である。上にはロシア、下にイラン、左右 
には中央アジア、アゼルバイジャン、トルコという複雑な国家関係の中にある。さらに、内海

であるため資源を輸送するためにはパイプラインが不可欠になっている。このパイプラインを

どうするか。複雑な国家関係から、本来最適と考えられるルートは排除され、政治的要素を優

先させた非経済的ルートが検討されている。それは、沿岸国、周辺国だけの問題ではなく、そ

れ以上にアメリカ、ロシアが強い影響力をもっている。 
ここでは、カスピ海資源開発に関わる問題を、埋蔵量、所有権、生産、輸送の観点から整理

することが目的である。 
その結果、次のようなことがわかった。カスピ海地域の埋蔵量は、現時点のデータでは世界

的に注目されるほどおおくはないが、カザフスタン、アゼルバイジャン、トルクメニスタンの

3 カ国の経済発展と地域の政治的安定に貢献することは期待できる。海底資源と法的地位の問
題は、最終的な解決の目処は立たないものの、関係諸国が海底分割を前提に現実的態度をとっ

ていることから、開発プロジェクトのおおきな妨げにはならない。ただし、海底パイプライン

の建設に関してはこの問題がロシアとイランによって反対の手段とされる可能性もある。生産

に関しては、3 国とも輸出主導型だが、現状で安定的に輸出を行なっているのはカザフスタン
のみであり、アゼルバイジャンは輸出開始からまだ日が浅く、トルクメニスタンは既存パイプ

ラインの輸送条件をめぐる対立後、輸出が減少している。カザフスタンの安定は輸送環境の改

善によるものである。アゼルバイジャンは、アメリカなどの支援のもとに BTC建設の方針を示
しているが、トルクメニスタンは既存パイプライン経由の輸出拡大を目指してロシアに接近し

ている。トルクメニスタンの輸出は天然ガスであるため、輸送路を増やすには新規パイプライ

ンの建設が不可欠であるが、この問題に対するトルクメニスタンの方針は明確ではない。 
 カスピ海資源開発において、日本は支援・投資を行なっているが、あまり大きなものではな

い。資源のない日本にとって、資源の獲得はカスピ海にコミットする動機にはなるかもしれな

いが、地理的な遠さ、新興独立国であり経済体制移行期にあるという政治的経済的不安定、周

囲を取り巻く政治的対立の複雑さなどを考えると、今後、どのようにカスピ海資源開発にコミ

ットすべきかは難しい問題である。 
 
主要参考文献 
北村歳治著『中央アジア経済 市場移行国の背景と課題』東洋経済新報社、1999年。 
清水学著『中央アジア―市場化の現段階と課題―』アジア経済研究所、1998年。 



 

石田進編『中央アジア・旧ソ連イスラーム諸国の読み方』ダイヤモンド社、1994年。 
木村汎・石井明『中央アジアの行方 米ロ中の綱引き』勉誠出版、2003年。 
清水学編『カスピ海石油開発と地域再編成』アジア経済研究所、1998年。 
石油開発時報 No.136(03.02)。 
国際資源問題研究所『国際資源 特集：中央アジア・カスピ海』1997年 1月。 
東洋経済新聞社『週間東洋経済』カスピ海争奪戦・資源をめぐりユーラシア大編成の兆し 1997
年 9月。 
毎日新聞社『エコノミスト』カスピ海・資源開発の勝者（特集：土壇場の勉強だ！日本経済）

1997年 9月



 

民主化の定着を阻むものは何か 
 

                      外国語学部イスパニア語学科 3年 
                               A0154047島田礼奈 

        
 
 20 世紀の後半、多くの国が独裁体制から民主主義体制への移行を遂げた。しかし、その後移
行した国全てで民主主義が定着したとはいえない。移行直後クーデターが発生したり、不正な

選挙が行われ、独裁体制に“出戻り”した国もある。これは特にラテンアメリカ、アジア諸国

でみられた現象である。 
 この論文では、独裁体制→民主主義への移行→その揺り戻しという動きに着目し、なぜ一度

民主主義が行われようとした国で独裁体制への逆行が起きるのか、または、そこまでの大規模

な体制変動には至らなくとも、民主化後も非民主主義的なものが横行するのかということにつ

いて具体例を挙げながら検証し、民主主義の定着を阻むものは何かを探った。 
 筆者は民主主義の定着を阻害すると思われるもの、またはその定着に多大な影響を及ぼすキ

ーワードとして、１．どの政治制度を採用するか、２．どの政治勢力主導で民主化を進めるか、

３．軍と政府の関係を挙げた。 
１．どの政治制度を採用するか、では、政治制度の仕組みが及ぼす影響について、議院内閣

制か大統領制かという観点から考察した。首相が議会に責任を負わなくてはならず、ま

た、首相と議会間の調整が利く議院内閣制に比べて、大統領制は大統領が独裁的になり

やすく、大統領が辞任などによって不在となる場合は政治の機能麻痺やクーデターを誘

発しやすい。よって、特に民主化直後は議院内閣制の方が民主主義の定着には適してい

る、いう議論を紹介した。 
２．どの政治勢力主導で民主化を進めるか、では、民主化のプロセスがその後の民主主義の

定着に影響するということを述べた。ここでは、国内にもとから激しい支配者層間の分

裂がある場合は失敗する傾向にあるが、独裁体制側の穏健派と反独裁体制側の穏健派が

手を結んで民主化の過程を踏み、民主化以前に民主化のプロセスや民主化後についての

話合いが行われた国ではスムーズに民主化されたことを示した。 
３．最後に、ラテンアメリカやアジア諸国では民主化後も軍の特権が温存され、政治に大き

な影響力を持っていることが、民主主義が定着しない原因の一つだということを述べた。 
 これらのことから、民主化はただ進めればよいというのではなく、国内の政治的、社会的基

盤や民主化のプロセスを考慮して進めることが重要であるということを結論として述べた。 
 
主要参考文献 
松下洋・乗浩子編『ラテンアメリカ 政治と社会』新評論、1993年。 
サミュエル・ハンティントン『第３の波』坪郷實、中道寿一、藪野祐三訳、三嶺書房、1995年。 
シュミッター、オドンネル『民主化の比較政治学』真柄秀子、井戸正伸訳、未来社、1986年。 
J・リンス『民主体制の崩壊』内山秀夫訳、岩波現代選書、1982年。 
ステパン『ポスト権威主義』堀坂浩太郎訳、同文舘、1995年。 
 



 

平和構築における民主化の定着 
 

法学部国際関係法学科三年 
Ａ0132148 玉田恭子 

 
 

 紛争後のアンゴラや東ティモールにおいて選挙実施により民主化が達成されているわけでは

ないという現実や、国連専門機関やＮＧＯによって法整備や地方分権化により民主化を促進す

るとあるが、実勢に役立っているのか疑問である。そこでこの論文では、平和構築における民

主化の定着を図るためには何が必要とされているのかを考察した。 
 第一章では、平和構築における民主化の現状を知るため、紛争終結後の再発防止のための平

和構築について理論的な概念を理解し、民主化定着のため国際社会がどのような動きをとって

いるのか国連と国連の専門機関であるＵＮＤＰによる活動と国際機関以外のアクターについて

みた。 
第二章では、自発的に民主化定着を進めようとしたタイとインドネシアについて事例研究を

行った。両国の民主化の歴史、制度、憲法の特色、地方分権化の特色を詳しく見ることで、タ

イにおいて国内の民主化が成功した理由、インドネシアで失敗した要因を考えた。結果として、

インドネシアにおいて民主化が停滞してしまった原因は、ワヒド，ハビビ大統領が民主化を強

く進めようとするリーダーであり、市民もそれを支持していたが、現在のメガワティ大統領が、

国軍よりの政権のため民主化に強くコミットしない政権であることが主な要因であると結論付

けた。 
第三章では、第一に、二章で行った事例研究から得た示唆をまとめた。第一点が、弾劾制度

を持つという点で憲法裁判所の重要性、第二点目に明確な方向性を打ち出す事で成功する地方

分権化、第三点目に、民主化を推進する上で行われる法整備において新たな法と既存の法の抵

触問題である。第二に、第一章で見た平和構築における民主化推進について国際機関の動きと

比較を行い、国際機関が行う民主化と国自身が行う民主化において相違点，類似点を考えた。

タイとインドネシアにおいて民主化の過程で重要であるとされた地方分権化、憲法裁判所とい

う形はとらないにしても、司法へのアクセスをしやすくするような活動を行っていることを見

ると、内発的に行われる民主化と，国際社会が求めている民主化は法的面において同じような

ゴールを目指してしているのではないだろうかという考えに至った。 
結論では、第三章を踏まえて、民主化の定着を図るために国内でできること、また国際機関

の援助のあり方について考えた。民主化定着を図るための基礎を担う和解プロセスについても

言及した。私が民主化の推進、定着に必要だと考えるのは、民主化を進める強いリーダーとそ

れを支持する国民の関係があることそして、国連やそのもとにある専門機関の支援はうまく利

用しながら、自国において必要だと思う援助を要請していくことである。紛争後の地域におい

て選挙が行われる場合、往々にして国際機関が選挙方法を指導し、また監視を行いあたかも国

際機関による一大イベントのように行うことがあるが問題であると思う。あくまでも市民によ

る選挙実現が重要で市民から声を上げて選挙をするからこそ意味がある。 
  社会的信頼関係を再構築するために司法的アプローチつまり選挙や憲法などの法整備は重

要な役割を果たすことは間違いないだろう。しかし、その基礎づくりまたそれを補完するもの

として、和解プロセスがあり、例えば、南アフリカの真実和平委員会、グアテマラの真実委員

会も重要な役割を果たしたのではないか。司法は、事の善悪とその判断に基づく懲罰が本質で

あり、紛争下において重大な犯罪を犯したものについて裁く，もしくは復興過程において社会



 

の信頼関係を回復するために善悪を判断することが司法の役割である。一方、和解委員会は紛

争時の事柄の真実を明らかにすることにより、赦しと融和を追及する役割がある。地域やコミ

ュニティー同士で争った場合、また以前のように平和に暮らしていくためには裁判にかけて罪

を償うことも重要だが、多くの場合、コミュニティーの大半が争いに参加、もしくは巻き添え

になっており、裁くために莫大な費用と時間がかかることそれ以上に、どちらのグリ－プも十

分悲しみや苦しみを共有し、犠牲をこうむっていることから、真実を知り、心からの謝罪があ

れば、それらを赦し、またコミュニティーに戻ってくることを認めることでコミュニティー全

体の和解にもつながっていくのではないだろうか。紛争を政治的、経済的利益のために始め、

紛争をあおるようなことをした指導者的立場の人間は司法により裁かれるべきであるが、コミ

ュニティーや地域間での紛争については和解委員会を長期的な視点から促進して行くことが紛

争予防の有効手段になり得るのではないだろうか。 
  
主要参考文献 
作本直行編（2003年 3月 31日）『アジアの民主過程と法』アジア経済研究所 
小林昌之･今泉慎也編（2002年 3月 28日）『アジア諸国の司法改正』アジア経済研究所 
佐藤百合編（1999年 12月 24日）『インドネシア・ワヒド新政権の誕生と課題』アジア経済研
究所  
小林一生・武者小路公秀編著（2001年 3月）『紛争の再発予防』国際開発高等教育機関 
United Nations University (2002), “The United Nations role in democratization”, Work in Progress, vol. 
16, p9-11 
国連での民主化に関する取り組み http://www.un.org/Depts/dpa/prev_dip/fr_new_democracies.htm 
UNDPでの地方分権に関する取り組み http://www.undp.org/governance 



 

本当の豊かさとは何か 

～新しい通貨の可能性～ 
外国語学部英語学科 
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20世紀終盤、戦後の経済至上主義の潮流の中で各国が豊かさのあくなき追求をしてきたツケ
として、減り続ける資源問題・モノの供給過多によるゴミ問題などに代表される深刻な環境問

題が露呈した。それと同時に、各地で経済金融システムの破綻によって金融危機や通貨危機が

引き起こされ、また国際的な格差の広がりがますます進行するなど、これまで人々が信じて疑

わなかった現行の経済システムの歪みが徐々に表面化してきた。私たちはついに、地球環境の

限界から目をそらし続けるわけにはいかなくなり、人々の社会的な問題意識も向上してきてい

る。 
そして 21世紀に入った今、私たちがこれから考えていかなくてはならない概念として、“持
続可能な豊かさ”というものが掲げられている。“持続可能な豊かさ”とは、現世代の欲求を

これまで通り実現するための“経済活動”と未来の遥か先にいる将来世代の自由を見据えた“環

境保全”を両立させうる豊かさ、すなわち、できるだけ多くの人に選択と創造の自由を与えな

がら、未来世代の豊かさの可能性を損なわずに、現代世代のニーズを満たすような豊かさであ

る。 
しかし一方で、現代は、環境の豊かさと経済的な豊かさを両立させるのが非常に困難な時代

である。なぜなら、現在の経済システムはエネルギーの大量消費を前提に成り立っており、環

境保全とは根本的に反するものだからである。それゆえに、持続可能な豊かさを実現するため

にまずすべきなのは、現行の経済システムそのものを問い直し、お金、そして経済活動という

ものが本来どういった意義で行われるのかを改めて見直すことである。 
以上のことをふまえ本論文では、現在の経済システムとその問題点を考えた上で、その様な

システムに疑問をもつ人々が作り出した、貨幣の本質・ゆとりの概念に立ち返った新しい通貨

システムである地域通貨について調べ、お金について見直すことで見えてくる本当の意味での

豊かさとは何か、ということを提示したい。 
地域通貨とは、国が発行する法定通貨とは異なり、ある特定の地域内、グループ内のみで独

自に発行されるもので、交換手段に限定され、利子がつかず、期間が限定されるものである。

特定の範囲内でのみ通貨を通用・循環させることによってモノやサービスを特定地域やグルー

プ内で活発に循環できること、利子の永続成長性によって起こる環境との矛盾が起こらないこ

とといった特徴がある。いくつかの事例を通じて分かったのは、地域通貨は、これまでの通貨

では価値を認められず見えてこなかったサービスやモノの需要と供給をうまくつなげて活用し

社会全体を活性化することや、様々な人が利用し互いのサービスや能力の交換を行うことで、

個人主義の進む現代社会で失われがちな人と人とのネットワークを強化することである。また、

伝統的な職人の保護や失業者救済にも役立つというメリットもある。しかし一方で、地域通貨

は人々の信頼関係を前提とするため現代においてはなかなか浸透しにくいことや、資本主義に

おける効率的な生活に人々があまりにも慣れてしまったため、地域通貨が一時的なものにしか

ならなかったりするという問題点もある。そしてまた政府発行通貨との兼ね合いが難しいとい

う難点もあり、地域通貨にはまだまだ課題も残っているといえる。 
このような課題は、やはり、経済システムを根本から問い直したとしても、すぐに地球全体



 

に浸透させ今のシステムを全く変えるということはとても難しいということを感じさせる。し

かし、私は、地域通貨が持つ意義は、これまでのお金とは全く違ったお金を使ってみることで、

使用者一人一人が価値観を変革することができるということであると思う。そして小さな地域

からでも現在の経済に疑問を持つ人が増えていくことで徐々に広がり、最終的に社会全体の価

値観の変革につなげることができる可能性を地域通貨は持っているのである。持続可能な社会

に向けて、私たちに必要なことは、お金やモノによる物質的価値にとらわれずに、心のゆとり

や喜び、幸せといった精神的価値に重きを置いて、人間らしさに立ち返った本当の豊かさを求

めること、そのための協働の精神を忘れないことであると感じた。 
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野宿者の自己尊厳確立のプロセス 
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 ホームレスと呼ばれる人々がいる。彼らは「先進国」「経済大国」と呼ばれる日本の中にあ

って、安定した住居を持たず、様々な困難を抱えながら生活を送っている。平成 15年に厚生労
働省が行った「ホームレスの生活実態に関する概数調査」によるとその数は全国で 25,296 人。
その存在はいつの間にか私の関心事になっており、1 年前の冬以来、わずかながら彼らと直接
関わる現場に参加してきたが、論文をきっかけとして彼らについてより理解を深め、今後いか

に関わってゆくか模索していけたらと思った。これが、この論文を書くにあたっての動機であ

る。なお、本文中では「ホームレス」ではなく「野宿者」という言葉を用いる。これは、普段

私自身が使い慣れているという便宜上の理由もあるが、論文に「ホームレス」という言葉に潜

む一般的なイメージ・先入観が付きまとわないようにするためでもある。 
「彼らにとって最もつらいことは、住居がないことでも仕事が無いことでもなく、それら自分

を取りまく状況によって自分はダメな人間だ、価値のない存在だと思ってしまうことではない

か」これは、私個人が彼らと関わる以前から感じていたことなのだが、この点を考察の出発点

とし、以下の 3点の問いを核としながら本論を展開させていきたいと思う。 
 

A) 野宿者が最終的に獲得すべきものは住居でも就労でもなく自己尊厳ではないか 
B) 自己尊厳を獲得するにはどのようなプロセスをたどるべきか 
C) 非当事者としてそのためにどのような関わり方をするべきか 

 
本論第１章では、野宿者をめぐる背景を概略的に解説しながら、そこに彼らの自己尊厳を奪

ういかなる要因が存在するのかを挙げてゆく。第 2章では、過去もしくは現況における「自己
尊厳」に着目した思想・実践例を紹介し、「先進国」日本の貧困問題とも言うべき野宿者の問

題について、様々な要因、様々な背景がある中で、なぜ「自己尊厳」に着目する必要があるの

か、また、過去の例ではどのような視点からプロセスが用いられてきたのか、第１章で概観し

た野宿者をめぐる背景を踏まえて明らかにする。第三章では、野宿者問題に取り組む様々な民

間団体の活動の中から、筆者が特に関わりのあるものを中心に、前章までの背景を踏まえなが

ら自己尊厳の側面から考察する。 
以上の展開のもと、最後に上記３点の問いについて暫定的な結論を与えてまとめとする。こ

の結論、とりわけ C)については、私自身が現状において必要と思われるものとして明記するも
のであって、今後、自らが野宿者との関わりを続ける中で大いに変化しうるものであることを

予め断っておきたい。 
 
 当初、個人の感覚的、直感的な発想として「自己尊厳」に着目し始まった論文であったが、

インドでの実践やフレイレの思想などの事例、そして日本での取り組みに触れることで、それ

が野宿者、及び野宿者運動にとって重要な要素であることがわかってきた。 
 力のあるものと無いもの、強者と弱者という関係が抑圧構造を築き上げる。日本社会もまた

然りである。その中で野宿者が自己尊厳を取り戻すには、野宿者自身が自らの自己決定で抑圧

に対する行動をなすこと、同時に、抑圧構造の中で自らの位置を高めるのではなく、その構造



 

自体を認識し、その外側へ自らや他者を導き出すことが不可欠である。力のあるものからの慈

善はその構造を固定化するものにすぎず、また、たとえ抑圧構造に対抗する意味を持つもので

あっても、各個人の意思決定に基づかない行動は、抑圧構造の中で起こる人間性の否定を反復

するものに他ならない。 
日本の野宿者運動においても「自己尊厳」を意識したものは少なからずある。しかし、実際

の運動の遂行上、時々刻々と変化する状況への対応など様々な制約があり、必ずしもその部分

のみを徹底するわけにはいかないのかもしれない。ただ、自己尊厳確立に向けた試みは何も、

団体交渉や抗議行動、新しい活動の創設など、大きな変化を伴う行為のみが担うものではない。

日常の彼らとの会話や接し方から、既に自己尊厳確立への道のりは始めることができるし、始

めなければならない。些細な一つ一つの場面でさえも、彼らにとって、また一般社会にとって、

今そこにある現実である。だからこそ、そこでどう振舞うか、何を語るか、いかに彼らを知る

か、総じてどう臨むかについて注意を払う必要があるのではないだろうか。 
また、野宿者の自己尊厳確立は野宿者のみの問題ではない。彼らが人間性を回復することで、

彼らを抑圧している一般社会全体の人間性の回復にもつながる。つまり、野宿者は救済の対象

ではなく、共に人間が尊厳を持って生きられる社会を築く仲間、さらには抑圧構造の最末端か

ら、その試みを先頭に立って担う先輩と言うことができる。その視点を持つことによって、自

らと彼らの関係性を捉えなおすことができた。 



 

飢餓と飽食 

－貧困に支えられた豊かな世界－ 
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私は今年二度スペインに短期留学をした。その時の体験から一国内でどうしてあまりにも大

きな貧富の差が生じてしまうのか、疑問に思わずにはいられなかった。もちろん日本にいても

貧富の差を感じることは多々ある。ところが日常生活から離れたスペインでの光景を目の当た

りにして気づかされた部分がある。貧富の差ということについて分析したいと思うきっかけに

なった。ところが貧富の差ということはあまりにも漠然としているので、それをはかる一つの

指標として生活に身近な「食」ということに焦点を当てて、飢餓と飽食という面から貧富の差

について本論で考える。 
 地球上のある地域では食料が不足して、または貧しくて十分な栄養を摂ることができずに 8
億人の栄養不足人口がいると言われている。その一方で同じ数の人が食料過剰摂取なのである。

1996年に開かれた世界食糧サミットで世界食糧安全保障に関するローマ宣言が採択され、全て
の人は十分な食糧に対する権利および飢餓から解放される権利とともに安全で栄養のある食糧

を入手する権利が保障され、food security for allがうたわれた。また 2015年までに栄養不足人
口を半減するという目標がかかげられた。しかし栄養不足人口の減少は鈍く、日本などの先進

国では毎日大量の生ゴミが発生し、賞味期限の切れた食料が捨てられ、食物は飽和状態である。

世界には全人口をまかなうための食料は生産されている。それにも関わらずなんらかの理由で

食料へのアクセスの権原が剥奪されて栄養不足に陥っている人が 8億人もいる。食料が足りな
いから飢える、だから生産量を増やせばいいという問題ではない。本論では飢餓をアマルティ

ア・センのエンタイトルメント（権原）という考え方に基づいて飢餓を考える。 
発展の名において先進国が現在推し進めている工業化が必ずしもよいことであるとは言えな

い。それぞれの国、地域の伝統的文化や文明に合った経済的発展が必要である。しかし世界食

糧サミットで food security for allとうたわれているように、全ての人は安全で栄養のある食糧を
手にする権利が保障されている。ある地域で食糧が溢れているのに、他の地域で食糧を得られ

ずに餓死して死んでいくという状況は許されるべきではない。そしてそのような状況に私たち

は間接的に加担しているのである。慢性的な貧困によって食料に辿りつくことができず、栄養

不足になる人は多いであろう。貧困と飢餓とは切り離せない関係であると思われる。しかし、

それ以上に、飽食な豊かな国々の犠牲になって起きている飢餓という状況があるのではないか、

ということに私は焦点を当ててみたいと思う。そこで日本が大量消費するエビ、先進国の畜産

物消費、また先進国において捨てられている食料品という３つの具体例を挙げて飢餓と飽食の

現状を考える。先進国で溢れている食料を、食料の足りていない人々に公平に分配するように

なれば飢餓を改善することができるはずである。しかし実際にはその分配は均等に行われず、

現代の経済構造の中では富める人はより豊かになり、貧しい人はより貧しくという貧富の差の

拡大があるのではないかと思う。 
現在の輸出入、経済構造では生産者、消費者はお互いの顔を知らない。そしてその構造の中

での分配は極めて不公平なものであって貧しい人はその構造の中から抜け出すことができなく

なっている。生産者、消費者が近くなることによって生産者は労働に見合った賃金を得ること

ができ、また消費者も質のよいものを享受できる。それは貧しい国の人々が権原を取り戻す一



 

つのステップになる可能性がある。今のゆがんだ社会を分配の公平な社会（食料を得ることが

できず餓死するというような極端な貧困のない社会）にするためには現在の経済構造に変革が

必要である。しかしそれは貧しい人々からの一方向からの働きでは難しい。今まで貧困の世界

の上に成り立ってきた豊かな世界側が変わるべき時である。そのようなことを身近なモノにま

つわる事例を取り上げながら飢餓と飽食の世界を対比してみたいと思う。そうすることで自分

の生活の中で見直せる部分を見つけることができたら幸いである。 
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